
財務書類の概要 

(1) 財務書類の作成方法 

  作成基準 総務省統一基準 

  対象年度 令和元年度（基準日：令和 2 年 3 月 31 日） 

       出納整理期間（令和 2 年 4 月 1 日から令和 2 年 5 月 31 日まで）を含む 

 

(2) 貸借対照表（ＢＳ） 

貸借対照表は会計年度末時点で、住民サービスを提供するために所有する資産（土地・建物・車

両など）がどれだけあり、その資産を形成するために今までどのような財源（負債、純資産）で

賄ってきたのかを表す財務書類です。 

  

衛生施設、車両・資器材等 

固定資産 

 土地        ２億１０７０万円 

 建物       １０億６１８９万円 

工作物          ３０１万円 

 物品          ６１７４万円 

建設仮勘定    １７億０１８５万円 

（建設仮勘定の内容は、し尿処理場・ 

ごみ焼却場の工事費です） 

衛生施設等整備に係る債務 

 地方債等        ７３１２万円 

 

職員に係る福利厚生等の債務 

 賞与等引当金      ８７１８万円 

 預り金          ５２８万円 

職員退職金の積立基金ほか 

投資その他の資産 

 その他基金     ２億９０７５万円 

 長期延滞債権        １３万円 

負債合計       １億６５５８万円 

純資産残高 

これまでの世代の負担残額を表します。 

マイナス残高の場合は将来負担を表します。 

債務返済の財源等 

流動資産 

 現金預金      ５億２５５８万円 

 未収金      １０億６７１０万円 

資産合計      ４９億２２７５万円 純資産合計     ４７億５７１７万円 

 



施設設備と減価償却について 

衛生施設や車両等は年数を経ることにより老朽化し、資産の価値としても減額されます。 

財務書類では、この経年劣化を減価償却費として表します。 

衛生施設や車両等のそれぞれに法令で定められた耐用年数（使用に耐える年数）があり、取得価

額を耐用年数で等分し減価償却することから、減価償却累計額の比率が多くなると施設設備が老

朽化していることを表します。 

 

 （注）開始時再調達原価は、総務省の「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」に従い、 

    昭和 59 年度以前に取得した資産について指標に基づき計算した額であり、実際の 

    取得価額を算出した額ではありません。 

 

 

  

資産の科目名・金額 
令和元年度 

償却比率 

平成 30 年度 

償却比率 

し尿処理施設建物 

建物（開始時再調達原価） １億６４８７万円 

建物減価償却累計額    １億６４８７万円 

１００％ １００％ 

ごみ焼却場施設建物 

建物（開始時再調達原価） ３億０６１３万円 

建物減価償却累計額    ３億０６１３万円 

１００％ １００％ 

その他の建物 

建物（取得価額等）   １９億３４６８万円 

建物減価償却累計額    ８億７２７９万円 

４５．１％ ４３．１％ 

車輛・資器材等 

物品（取得価額等）   １５億５２７８万円 

物品減価償却累計額   １４億９１０４万円 

９６．０％ ９４．８％ 

 



(3) 行政コスト計算書（ＰＬ） 

行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動にどのような費用がかかったのかを表す財務書

類です。 

 

 

  

日常的にかかるコスト 

経常費用 

 人件費      １２億８６０６万円 

 ・給与や賞与引当、共済掛金等 

 物件費等     １３億３８０１万円 

 ・消耗品や維持補修費等 

  （うち減価償却費 6277 万円） 

その他の業務費用     ３０３万円 

 ・支払利息や火災保険料等 

移転費用     １０億１３０２万円 

・補助金、退職手当負担金、税金等 

（うち介護会計繰出 9 億 9809 万円） 

日常的に受ける収益 

経常収益 

 使用料及び手数料  ２億４３６５万円 

 ・清掃手数料、施設使用料等 

 その他経常収益     ６１２８万円 

 ・リサイクル品売却、賃貸料ほか 

臨時に受ける収益 

臨時利益 

 資産売却益         ７５万円 

 ・固定資産の売払い益 

収益計        ３億０５６８万円 

臨時にかかるコスト 

臨時損失           ３２万円 

 災害復旧や資産除売却に係る損失 

純行政コスト 

行政活動にかかるコストの純額です。 

このコストは構成市町村からの負担金や国県

からの負担金・補助金で賄われています。 

費用計       ３６億４０４４万円 純行政コスト    ３３億３４７６万円 

 



(4) 純資産変動計算書（ＮＷ） 

純資産変動計算書は、純資産が１年間でどのように変動したのかを表す財務書類です。 

また、単年度の損益差額は本年度純資産変動額（Ｂ）に現れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前年度末純資産残高（Ａ）   １８億２９０３万円 

純行政コストの財源計算 

純行政コスト        －３３億３４７６万円 

税収等（構成市町村の負担金） ５３億２３００万円 

国県等補助金          ９億３９９０万円 

本年度差額          ２９億２８１４万円 

純資産の評価増減、寄付等 

純資産評価差額             なし 

無償所管換等（寄贈による資産の増加）  なし 

本年度純資産変動額（Ｂ）   ２９億２８１４万円 

本年度末純資産残高      ４７億５７１７万円 

（Ａ）＋（Ｂ） 

 



(5) 資金収支計算書（ＣＦ） 

資金収支計算書は、１年間の現金預金の収入と支出を表す財務書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務活動収支 

行政活動に伴う費用支出と収入 

業務支出            ３５億４０２９万円 

業務収入            ４６億１１３５万円 

臨時支出                 ３２万円 

臨時収入             なし 

業務活動収支（Ａ）        １０億７０７４万円 

投資活動収支 

固定資産の取得支出や固定資産の売却、基金の取崩収入など 

投資活動支出          １５億１７４４万円 

投資活動収入           ８億９０９２万円 

投資活動収支（Ｂ）        －６億２６５２万円 

財務活動収支 

地方債等による資金調達及び償還 

 財務活動支出（償還）         １３８８万円 

 財務活動収入（資金調達）     なし 

財務活動収支（Ｃ）          －１３８８万円 

本年度資金収支額(A)＋(B)＋(C)    ４億３０３４万円 

前年度末資金残高            ８９９６万円 

本年度末資金残高          ５億２０３０万円 

貸借対照表の現金預金は、歳計外現金５２８万円を含めた５億２５５８万円が 

残高となります。 


